
令和３年度 神奈川県立小田原東高等学校不祥事ゼロプログラム 

 

 

神奈川県立小田原東高等学校は、事故・不祥事の根絶を目指すとともに職員一人ひとりが教育公

務員としての自覚と誇りを持って業務を推進することにより、県民に一層信頼される教育を推進し

ていくために、不祥事ゼロプログラムを定める。  

 

 

１ 実施主体及び責任者等  

（１）小田原東高等学校全職員を本プログラムの実施主体とする。  

（２）実施責任者は校長とし、副校長、教頭及び事務長がこれを補佐する。また、総括教諭及び企

画会議構成員は校長、副校長及び教頭を補佐し、事務長を補助する。なお、実施者は不祥事防止

にあたり全職員と個別面談を行う。  

 

２ 目標および行動計画  

不祥事の未然防止を全職員の共通目標とし、行動計画を策定し、その達成のため事故防止会議、

職員会議、研修会等さまざまな機会を活用し、事故・不祥事ゼロに向け取り組む。  

  

【１】法令遵守意識の向上（法令の遵守、服務規律の徹底） 

ア 目標  

公務の内外に拘らず、信用失墜行為の防止を心掛け行動する。 

イ 行動計画 

① 常に公私の別を明らかにし、県民の疑惑や不信を招く行為をしない。 

② 各種の報道や情報、研修資料を共有し、たえず意識を新たにする。 

 

【２】職場のハラスメント（パワハラ、セクハラ、マタハラ等）の防止 

ア 目標 

  パワハラ、セクハラ、マタハラ等のない学校、職場を実現する。 

イ 行動計画 

① 新聞等の記事をもとに、朝の打合せや職員会議等で注意喚起する。 

② 職員啓発資料等を活用するとともに不祥事防止に係る研修会等をとおして、全職員が認識を

共有し、不祥事を未然に防止する。 

 

【３】生徒に対するわいせつ・セクハラ行為の防止 

ア 目標 

  わいせつ、セクハラ等のない、生徒にとって安心かつ安全な学校を実現する。 

イ 行動計画 

① 生徒の連絡先の収集は最小限にとどめ、ライン等ＳＮＳの手段は用いない。（５月） 

② 公務内外を問わず常に高い倫理観を持ち、生徒の指導に際しては、時、場所、方法、言葉遣

い、発言内容等に十分配慮するとともに、必ず複数人で対応し、スクールセクハラ相談窓口

を周知して不祥事防止を徹底する。 

 

【４】体罰、不適切な指導の防止 

ア 目標 

    基本的人権の尊重の精神に基づき、体罰や不適切指導のない学校を実現する。 

イ 行動計画 

① 職員啓発資料等をもとに、全職員対象の研修会を実施し、人権意識の向上を図る。 

② 新聞等の記事をもとに、朝の打合せや職員会議等で注意喚起する。 

 



【５】入学者選抜、成績処理及び進路関係書類作成及び取扱いに係る事故防止 

ア 目標 

    入学者選抜、成績処理、調査書発行に係る不適正事案のない学校を実現する。 

イ 行動計画 

入学者選抜業務、成績処理や調査書作成等マニュアルに則って、当事者意識を持ったダブルチェ

ックや作業手順遵守の重要性を確認し徹底を図る。 

 

【６】個人情報等の管理、情報セキュリティ対策 

ア 目標 

    個人情報の適切な管理に努め、日常的な管理の徹底と事故防止を図る。 

イ 行動計画 

個人情報の収集、保管、持ち出しについて、台帳を作成して適正な手続きの徹底を図る。 

 

【７】交通事故の防止、酒酔い・酒気帯び運転防止、交通法規の遵守 

ア 目標 

    生徒に交通安全教育を行う立場として、自ら交通違反、交通事故を起こさない。 

イ 行動計画 

 報道や資料で、常に認識を新たにし、交通マナーの遵守を徹底する。 

 

【８】業務執行体制の確保等（情報共有、相互チェック体制、業務協力体制） 

 ア 目標 

  コンプライアンス（法令遵守）に基づいて、適正かつ円滑な業務執行を行い、働き方改革を進める。 

 イ 行動計画 

① 企画会議やグループ会議において、グループ業務等の見直しを進め、その改善・円滑化を図る。 

② 職員間でコミュニケーションをとり、保護者対応や電話対応等において協力体制で臨み、円滑に

業務を遂行する。 

 

【９】財務事務等の適正執行 

 ア 目標 

私費会計基準に則った私費会計の適切で円滑な執行に努める。 

 イ 行動計画 

  見積書、請求書等の支出命令額について根拠資料を必ず確認するとともに、伝票の受け渡しについて

も相互チェック体制を機能させながら、私費会計基準に基づく適正な会計処理を行い不祥事防止を徹

底する。 

 

３ 検証 

（１）中間検証 

   ２に規定する行動計画について、令和３年 10 月末までに中間検証を実施する。実施状況を確認し、

取組が十分でなかった項目については、目標達成に向け再確認する。また、必要に応じて計画の修正

を行う。 

 

（２）最終検証 

２に規定する行動計画について、令和４年３月末に年間の実施状況を検証し、各自が目標達成につ

いて自己評価を行う。 

 

４ 公表等 

  ゼロプログラムについては令和３年６月末までに学校ホームページに公表する。また、検証結果

等についても学校ホームページに掲載する。 


